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平成２１年度 一般会計予算 
 
予算編成の背景と基本的な考え方 
平成２０年度のわが国経済は、世界の金融資本市場の危機を契機に世界的な景気

後退が見られる中で、外需面に加え国内需要も停滞しているため、景気は下降局面

にあり、雇用情勢が急速に悪化しつつあるとともに、企業の資金繰りも厳しい状況

となっています。物価の動向をみると、原油価格の急速な下落から、消費者物価は

今後落ち着いていくと見込まれます。 

「平成２１年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、政府は、

国民生活と日本経済を守る観点から、当面は「景気対策」、中期的には「財政再建」、

中長期的には「改革による経済成長」という３段階で、経済財政政策を進めること

としています。現下の経済金融情勢に対応した「安心実現のための緊急総合対策」、

「生活対策」に引き続き、「生活対策」の実現及び税制改正に併せ「生活防衛のた

めの緊急対策」を着実に実施するとともに、「新経済成長戦略」等により、内需主

導の持続的成長が可能となるよう経済の体質を転換し、日本経済の「底力」を発揮

させることとしています。 

また、「基本方針２００６」等に基づき財政健全化に向けた基本的方向性を維持

しつつ、世界の経済金融情勢の変化を受け、状況に応じて果断な対応を機動的かつ

弾力的に行うこととしています。 

平成２１年度の我が国の経済については、世界的な景気後退が続く中で、内需、

外需ともに厳しい状況が続くが、「安心実現のための緊急総合対策」、「生活対策」

及び「生活防衛のための緊急対策」による効果が見込まれるとともに、年度後半に

は民間需要の持ち直しなどから低迷を脱していくことが期待されます。物価は、原

油・原材料価格の弱い動きを反映し、前年比で下落するとされています。 

なお、世界の経済金融情勢の悪化によっては、景気の下降局面がさらに厳しく、

また長くなるリスクが存在することに留意する必要があります。 

 

 そうした中で、平成２１年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制に努めて

もなお財源不足が大幅に拡大する状況にあります。社会保障関係経費の自然増が見

込まれることに加えて、地方財政の借入金残高は平成２１年度末に１９７兆円にな

ると見込まれ、今後、その償還負担が高水準で続くことから、将来の財政運営が圧

迫されることが強く懸念されています。 

 その一方、百年に一度と言われる経済危機の中、国民生活の不安を解消するとと

もに、地域の雇用を維持するためには、地方公共団体が国との十分な連携の下、地

域の実情に応じた適切な対策を講じていくことが必要であります。 
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地方財政全体においてこうした厳しい局面が続く中、本村財政についても、税源

移譲により村民税の割合が大幅に増えたものの、不況による税収の低下、譲与税の

減少、また、扶助費・補助費の増加や一部事務組合に対する負担金、債務負担行為

残高が増大し、実質公債費比率が 18％を越えるなど、非常に厳しい状況に直面し

ています。 
また、国においては、地方公共団体の財政の早期健全化及び再生の必要性等を判

断するため、平成１９年度決算以降から「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・

「実質公債費比率」・「将来負担比率」の議会報告及び公表を義務付けており、当該

指標は、一般会計等の財政状況のみならず、公営事業会計の財政状況、さらには一

部事務組合、第三セクター等の負債の状況を含む、言わば従前の指標においては顕

在化し得なかった部分までを含む連結の財政指標となっているため、先に述べた本

村の財政構造の実態を直視し、引き続き持続可能で安定的な財政基盤の確保に努め、

着実かつ不断の行財政改革に取組んでいく必要があります。 
平成２１年度の予算編成にあたりましては、このような現状を踏まえ、先に公表

した「第３次行政改革大綱」に基づく「集中改革プラン」を基本としながら、事業

の性格や効果を十分再検討し、要求段階から十分な選択と調整を行い、消費的経費

については今までの慣例にとらわれることなく徹底的な再検討を加えて節約し、そ

の余裕財源をもって効果的に投資的経費に充当するよう配慮したところであります。 

歳入予算につきましては、税制改正や景気の動向による地方税の増減とそれに伴

い変動する地方特例交付金を的確に見込み、地方財政計画に基づき譲与税、交付金、

交付税、地方債の算定を行いました。 

また、歳出予算につきましては、村民の福祉の向上、生活の安定、社会資本の整

備を図るため、教育・厚生施設の整備、村内の道路網の整備補修、農業、商工業、

観光の振興を図る施策を講ずる必要がある一方で、扶助費や公債費、債務負担行為

に伴う償還金などといった義務的経費、公共施設等の維持補修に係る固定経費など

は増高することが見込まれます。 

このため、予算編成においては、健全財政を維持するとともに、「集中改革プラ

ン」に基づいた歳出削減努力のみならず、真に必要なニーズにこたえるための財源

の重点的かつ効率的に配分することを十分配慮しながら予算編成を行いました。 
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歳 入 予 算 の 概 要 

 

１款  村    税  １，００２，５０９千円 

 平成２１年度の村税は、前年度に対して、△３４，７３３千円、３．３％の減で計

上いたしました。 

 ○個人村民税 ３１１，８００千円   対前年度   ９，４００千円 減 

   減収要因としては、米国のサブプライムローンに端を発した世界同時株安や円

高の進行などにより企業経営が悪化したことによるものであり、日本でも派遣切

りが社会問題になるほどの影響を受け、さらには、企業規模の縮小により正社員

までもが解雇されるという深刻な状況となっております。 

昨年の県内状況においては首都圏ほどの深刻な影響は少なかったものと考えら

れますが、残念ながら派遣切りや賃金カットなどが実施されている状況にあり、

今後は、さらに正社員の解雇についても実施されることが予想されることから、

新たな滞納者の発生が懸念されます。 

また、宅地造成事業により転入者の住民税増加が見込まれますが、前述のマイ

ナス要因をカバーできるまでには至らない状況となっております。 

 ○法人村民税  ６０，００１千円   対前年度  １０，０００千円 減 

   法人税においても企業の業績悪化を背景に収益の減少は避けられないものであ

り、法人税収入の減額をせざるを得ない状況となっております。 

しかし、どれ程の減額幅になるかについては、平成２１年度の申告書提出を待

たなければ推計することができない状況であり、現段階においては最小限の影響

額となることを想定した上で、１千万円の減で計上いたしました。 

 ○固定資産税 ５３６，５００千円   対前年度  １５，５００千円 減 

   平成２１年度は３年に一度の評価替えの年に当たりますので、家屋の評価額及

び課税標準額が減少し、さらに、土地についても下落傾向が続いていることから

同様に減少することになります。また、償却資産評価においては設備投資により

若干の増加となりますが、家屋及び土地の減額分が償却資産の増額分を上回るこ

となどを考慮して計上いたしました。 

 ○軽自動車税  １８，１５８千円   対前年度   １，２１７千円 増 

   １２月末現在の保有台帳により、台数を的確に把握し計上いたしました。 

 ○たばこ税   ４６，０００千円   対前年度     ７００千円 減 

   平成２１年度のたばこ消費本数を平成２０年度と同等と見込むこととし、平成

２０年度のたばこ税申告状況を基に予算額を推計いたしました。 
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 ○入湯税    ３０，０５０千円   対前年度     ３５０千円 減 

   入湯客の日帰りは増加しているものの、依然として旅館の宿泊関係は入込み客

の低迷が続いているため、旅館関係の減少分を考慮して計上いたしました。 

 

２款  地 方 譲 与 税     ６４，０００千円 

 ○地方揮発油譲与税  １０，０００千円 

○自動車重量譲与税  ４９，０００千円 

 ○地方道路譲与税    ５，０００千円 

   地方財政計画の伸率を参考にして前年度対比６，０００千円減で計上いたしま

した。 

 

３款  利子割交付金      ４，０００千円 

 平成２０年度決算見込額を考慮して前年度比１，０００千円増で計上いたしました。 

 

４款  配当割交付金      １，５００千円 

 平成２０年度決算見込額を考慮して前年度比５００千円減で計上いたしました。 

 

５款  株式等譲渡所得割交付金 １，４００千円 

 平成２０年度決算見込額を考慮して前年度対比２００千円増で計上いたしました。 

 

６款  地方消費税交付金   ７８，０００千円 

 平成２０年度決算見込額を考慮して前年度比２，０００千円減で計上いたしました。 

 

７款  自動車取得税交付金  ２５，０００千円 

 自動車の販売動向と平成２０年度決算見込額を考慮して前年度比５，０００千円減

で計上いたしました。 

 

８款  地方特例交付金    １６，９７０千円 

  児童手当特例交付金や個人住民税における住宅借入金等特別税額控除及び自動車関

係諸税の減税による影響額に対する減収補てん措置分の特例交付金で１５，０００千

円、減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止されたことに伴う経過措置と

して交付される特別交付金１，９７０千円を地方財政計画に基づき計上いたしました。 
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９款  地方交付税   １，１８０，０００千円 

〇普通交付税  １，１１０，０００千円 

〇特別交付税     ７０，０００千円 

「生活防衛のための緊急対策」に基づき規定の加算とは別枠で１兆円加算され

るとともに、これに合わせて、「地域雇用創出推進費」が新たに５，０００億円

計上され、地方交付税の総額が前年度比２．７％の増と示されていることから、

平成２０年度決算見込額及び基準財政需要額と基準財政収入額の内容を分析し、

弥彦村の地域雇用創出推進費分３７，０００千円などを考慮した上で、普通交付

税は前年度比１億円の増額、特別交付税は前年度同額で計上いたしました。 

 

10 款  交通安全対策特別交付金 １，２００千円 

 平成２０年度決算見込額を考慮して前年度比３００千円減で計上いたしました。 

 

11 款  分担金及び負担金   ７０，００１千円 

 平成２０年度決算見込額を考慮し前年度対比５，２２０千円減で計上いたしました。 

 

12 款  使用料及び手数料   ２６，３３０千円 

  平成２０年度決算見込額を考慮し前年度対比８９千円減で計上いたしました。 

 

13 款  国庫支出金     １７５，７６４千円 

  総務費・民生費・衛生費・土木費・教育費への各款にわたり、それぞれ交付基準に

基づき負担金・補助金・委託金として交付される額を前年度対比６８，５９０千円増

で計上いたしました。増額の主な要因としましては、雪害対策費交付金の増、安全・

安心な学校づくり交付金の増などであります。 

 

14 款  県 支 出 金     １８１，４９７千円 

  総務費・民生費・衛生費・農林水産業費・商工費・土木費・教育費へと各款にわた

り、それぞれ交付基準に基づき負担金・補助金・委託金・貸付金として交付される額

を前年度対比１４，９５９千円増で計上いたしました。増額の主な要因としましては、

遺跡発掘調査負担金の増、トキめき新潟国体補助金の増などであります。 

 

15 款  財 産 収 入       ３，０６６千円 

  村有財産貸付収入が主であり、村有地の売払収入が見込まれないため前年度対比９，

７６０千円減で計上いたしました。 
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16 款  寄 附 金       １，００８千円 

  各費目に対する寄附金を前年度同額で計上いたしました。 

 

17 款  繰 入 金     １８０，００２千円 

  老人保健特別会計、介護保険特別会計、温泉事業特別会計、宅地造成事業特別会計

からの繰入金２８，００２千円、寄付金積立基金からの基金繰入金２，０００千円、

また、弥彦消防署の移転新築に係る費用に充てるため、競輪事業特別会計から１５０，

０００千円を繰入することとし、前年度対比１１９，０７０千円の増で計上いたしま

した。 

 

18 款  繰 越 金      ６０，０００千円 

  平成２０年度の決算見込額を考慮し、前年度対比１０，０００千円増で計上いたし

ました。 

 

19 款  諸 収 入     ２５０，５５３千円 

  例年、各種貸付金元利収入、雑入が主な内容ですが、後期高齢者保険事業受託収入

及び消雪パイプの補償金の減などを考慮して、前年度対比７，８８７千円の減で計上

いたしました。 

 

20 款  村   債     ３０７，２００千円 

  財源の不足を補うため、また、世代間の負担を公平にするために以下の事業につい

て村債の発行を予定しました。 

  衛  生  債  自然環境整備事業に充当するため。 

農林水産業債  西蒲原農地防災事業に伴う県負担金に充当するため。 

 土 木 債   道路・歩道の新設改良及び消雪施設の整備に充当するため。 

 教  育  債  弥彦小学校耐震補強事業に充当するため。 

 臨時財政対策債  交付税の減少分を補てんするため。 

 合計で前年度対比１２５，６００千円の増で計上いたしました。 

 

 以上、歳入予算の主な項目について説明いたしましたが、健全財政の

観点から歳入欠陥が生じないよう精査し、それぞれ計上をいたしました。 
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歳 出 予 算 の 概 要 

 

 

１款  議 会 費    ６３，４７６千円 

 議員報酬、職員の人件費、議会報発行、及び議員政務調査費補助金などの議会活動に

係る経費を計上いたしました。 

 

 

２款  総 務 費   ３３８，８８１千円 

１項  総務管理費   ２４４，４５４千円 

１．一般管理費    １４９，３１９千円 

  特別職及び一般職員の人件費並びに一般事務にかかる経費や、職員の資質向上を図

るための研修経費、学校・保育園・巡回バスの運転業務委託料、燕・弥彦総合事務組

合共通経費にかかる負担金などを計上いたしました。 

２．文書広報費      ３，３８５千円 

   村民の皆さんの紹介や村の行事に関するお知らせ、主要施策の課題に対する特集記

事など、読みやすく興味をもち、わかりやすい広報紙とするために必要な経費と、村

ホームページの一部リニューアルにかかる経費を計上いたしました。 

３．財政管理費      １，８８９千円 

   予算書作成や庁内の財務会計にかかるソフトウエア、機器の賃貸借料及び保守管理

委託にかかる経費を計上いたしました。 

４．会計管理費        ４８５千円 

出納事務及び決算書作成にかかる経費を計上いたしました。 

５．財産管理費     ５０，４４２千円 

   役場庁舎、公用車、村有財産の維持管理にかかる経費、県央土地開発公社弥彦村事

務所保有の「やひこ桜井郷温泉民活関連用地」取得費などの経費を計上いたしました。 

６．交通安全対策費   １１，５２１千円 

   交通事故のない明るいむらづくりを図るため、幼児やお年寄りの皆さんに対する交

通安全教育の積極的な推進や、路面表示・反射鏡・防犯灯などの施設整備に係る経費

を計上いたしました。 

７．自治振興費      ９，０１７千円 

   自治功労表彰経費及び区長、町内会長に対する報償及び行政事務連絡にかかる手数

料等を計上いたしました。 
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８．企 画 費     １３，０８２千円 

   広域的な共通行政課題の研究を進めるための広域圏事業費、弥彦村の将来を担う人

材育成の基盤づくり及び個性豊かな地域づくりを目的とする人材育成事業費、豊かな

景観を次代に引き継ぐための景観づくり事業費、庁内ＩＴ推進事業費などをそれぞれ

計上いたしました。 

９．簡易郵便局運営費   ５，３１４千円 

  矢作簡易郵便局の運営にかかる経費を計上いたしました。 

 

２項  徴 税 費    ５１，５９９千円 

１．税務総務費     ４０，５８６千円 

人件費と各種負担金及び過誤納還付金などに係る経費を計上いたしましたが、各種

負担金については例年計上の外に次の経費を計上いたしました。 

   ・エルタックス会費         １０千円 

   ・住民税の年金特徴関連負担金    １７千円 

   ・地方税徴収機構負担金       １８千円 

なお、地方税徴収機構負担金につきましては、平成２１年度から県と市町村が共同

で地方税を徴収する「新潟県地方税徴収機構」が新たに設置されることにより事務経

費負担が新たに生じるものであります。 

この地方税徴収機構は、三条県税事務所管内の県職員と市町村職員がそれぞれの自

治体と併任辞令を発令することにより、市町村の垣根を越えて滞納処分が行えるもの

であり、高度な徴収技術の向上を図ることを目的としております。 

  これらに係る経費については、備品等は県が用意し、徴収機構内で使用する消耗品

及び役務費等に限って負担金とするもので、これ以外の人件費や旅費等については出

身元の市町村負担となるため、新たな経費負担については少額となっております。 

２．賦課徴収費     １１，０１３千円 

徴収事務に係る事務費並びに各税目の賦課に係る電算委託料等を計上いたしました。

なお、徴収に当たっては負担の公平を原則として適正課税と税収確保に一層努力して

まいります。 

 

３項  戸籍・住民登録費 ３３，７８６千円 

１．戸籍・住民登録費  ３３，０１２千円 

  行政の基本となる住民記録、戸籍事務の電算処理システム及び住民基本台帳ネッ

トワークシステムの維持管理にかかる経費を計上いたしました。 
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２．一般旅券発給費      ７７４千円 

  平成１８年１０月に県から事務委譲された、一般旅券発給事務にかかる経費を計上

いたしました。 

 

４項  選 挙 費   ６，５７７千円 

１．選挙管理委員会費   １，７７７千円 

  委員報酬及び一般事務にかかる経費並びに日本国憲法の改正手続に関する法律が、

平成２２年５月１８日から施行されることから、国民投票に係る投票人名簿調整のた

めのシステム構築費を計上いたしました。 

２．衆議院議員選挙費   ４，８００千円 

  衆議院議員選挙執行にかかる経費を計上いたしました。 

 

５項  統計調査費   １，０９６千円 

１．統計調査費      １，０９６千円 

   統計調査実施に係る調査員報酬などの経費を計上いたしました。 

 

６項  監査委員費   １，３６９千円 

１．監査委員費      １，３６９千円 

  監査委員の報酬及び監査活動にかかる経費を計上いたしました。 
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３款  民 生 費 ７８６，３７０千円 

 村民誰もが健康で生き生きと、地域や家庭でその能力を発揮し、自分らしく生活でき

るよう、継続して必要な福祉諸施策を実施してまいります。 

高齢者福祉におきましては、介護保険事業で実施している介護予防事業を補完する形

で、生活支援・生きがい対策等を地域包括支援センターと緊密に連携を図りながら各事

業を実施してまいります。 

障害者福祉におきましては、障害者自立支援法に基づく各事業を確実に実施してまい

ります。 

 児童福祉におきましては、弥彦村次世代育成対策行動計画に掲げる、「子どもたちが

元気に育つ学びと交流の弥彦」の基本理念の実現に向け、より一層子育て支援の充実に

取り組んでまいります。 

高齢者・障害者・児童を問わず、村民ひとしく安心で健やかに暮らすことができるよ

う、福祉・保健・医療・介護が一体となったサービスの提供に努めてまいります。 

 

１項  社会福祉費   ４５７，９２４千円 

１．社会福祉総務費  １８７，３４１千円 

  少子高齢化が進行する中にあって、住民のニーズはますます多様化し、行政施策だ

けでは解決できない問題が数多く発生しており、福祉関係団体と協力するなど地域支

え合いの理念の下で、福祉活動推進に努めるための経費を計上いたしました。 

  また、地域包括支援センターの一層の機能強化を図るため、所要の委託費や国民健

康保険特別会計、介護保険特別会計への繰出金を計上いたしました。 

２．老人福祉費     ５９，６２５千円 

  高齢者が住み慣れた地域で明るく活力のある生活ができるよう、外出支援・紙おむ

つ給付事業等の各種生活支援事業や、老人クラブ補助金を計上いたしました。 

また、生涯を健康で生きがいを持って社会活動が行って行けるように、老人クラブ

が主体となって実施する健康づくり、介護予防事業、生きがいづくり活動等の社会参

加を積極的に支援するため、各教養講座の活動経費を計上するとともに、敬老会執行

経費についても計上いたしました。 

３．後期高齢者医療費  ７７，５６６千円 

  後期高齢者医療制度に係る広域連合への事務費負担金、療養給付費負担金、保険基

盤安定繰出金等を計上いたしました。 
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４．障害福祉費     ９３，７１７千円 

  障害者自立支援法に基づく、介護給付費、訓練等給付費、自立支援医療給付費、補

装具費等計上し、地域生活支援事業についても必要な事業費を計上いたしました。 

  また、高齢者及び身体障害者手帳等の交付を受け、介助を要する方が暮らしやすい

生活ができるよう、住宅整備に要する費用を補助する経費を新たに計上いたしました。 

５．高齢者福祉施設費  ３１，８１８千円 

  高齢者福祉増進のための施設として、観山荘、生活支援ハウス、高齢者総合生活支

援センターの管理運営費を計上いたしました。 

６．ひとり親家庭福祉費  ３，５８４千円 

  ひとり親家庭の福祉向上のため、医療費助成事業にかかる経費を計上いたしました。 

７．地域交流施設管理費  ４，２７３千円 

  保健、福祉、生涯学習事業等を通じ、地域住民の憩いの場や世代交流の場としての

利用推進を図るための施設管理費を計上いたしました。 

 

２項  児童福祉費   ３２８，４４６千円 

１．保 育 園 費    ２１６，２８２千円 

  保育園運営にかかる保育士の人件費を始め、充実した保育サービスを実現するため

の経費を計上いたしました。 

２．児童手当措置費   ７４，２１６千円 

  支給対象児について、被用者児童手当、非被用者児童手当、特例給付、被用者小学

校修了前特例給付、非被用者小学校修了前特例給付等を計上いたしました。 

３．児童健全育成事業費 ２５，２７０千円 

  村内３か所で実施している放課後児童クラブ運営経費及びチャイルドシート購入助

成経費を計上いたしました。 

４．子育て支援事業費  １２，６７８千円 

  子育て支援事業の拠点である地域子育て支援センターの運営経費及び児童虐待等に

対応するため新たに設置する要保護児童対策地域協議会経費、乳児の紙おむつ購入費

用の助成経費を計上いたしました。 
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４款  衛 生 費   ２６４，２８６千円 

介護保険制度の見直しにより、介護予防を重視した制度となり、高齢者の生活機能低

下対策に力を入れることとなりました。６６歳以上の方に健診と併せて基本チェックリ

ストと生活機能評価を行い、特定高齢者（生活機能の低下がある人）を把握した上で、

介護予防プログラムを実施してまいります。 

６４歳以下を対象とした健康相談、健康教育、機能訓練等の老人保健事業は、健康増

進事業に移行し、これまでどおり実施しますが、６５歳以上を対象としたそれらの事業

は地域支援事業として、介護保険事業の中で予算計上しております。 

医療制度改革により平成２０年度から特定健診・特定保健指導が義務化されました。

とりわけ、医療費の中でも大きな割合を占める糖尿病や高血圧などの生活習慣病、なか

でもその発症の引き金となるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者や

予備軍を早期に発見することを目的とした健診の充実に努めてまいります。 

 また、子育て支援の一環として、子ども医療費助成を小学校終了時までに拡充するほ

か、妊婦健診の公費負担拡大にも取り組み、村民誰もが等しく健康で安心して暮らすこ

とのできる福祉保健体制の充実に努めてまいります。 

 

１項  保健衛生費   １６０，６７８千円 

１．保健衛生総務費    ６２，３３８千円 

    保健指導体制の充実に係る経費や公的団体等への負担金及び補助金などを計上いた

しました。 

  また、後期高齢者を対象とした特定健診に係る委託経費を計上いたしました。 

２．予 防 費      ２８，０４０千円 

  特定健診をはじめとする各種がん検診事業や特定保健指導関連経費、予防接種法に

基づく予防接種の機会の拡大を図るため、個別で医療機関において予防接種が受けら

れるよう医療機関への委託経費、精神障害者の社会復帰のための精神デイケア事業、

相談員による心の相談事業や心の健康づくり講演会の経費などを計上いたしました。 

３．母子保健費      ３４，０２７千円 

    妊婦や乳幼児に対する各種健診での医師による診察や相談事業、妊婦一般健診、乳

児一般健診の医療機関への委託費、妊産婦や新生児の助産師訪問指導経費を計上いた

しました。定期的な健診の受診率の向上や内容の充実を図り、母親からの相談や何ら

かのサインに速やかに対応できるよう相談事業を定期的に開催します。 

また、保健師による２ヶ月～３ヶ月児の全数訪問も積極的に行い、子育て支援の充

実に努めてまいります。 

  さらに、本年度よりこどもの医療費については、保護者負担の一層の軽減を図るた

め、通院・入院に係る助成対象年齢を小学校終了時まで拡充いたしました。 



 

 13

４．環境衛生費      ３４，１６８千円 

職員の人件費計上の他、ごみの分別の徹底、資源回収等の推進でごみの減量化とリ

サイクル活動の普及に係る経費を計上いたしました。また、自然とのふれあい及び自

然環境の保全・再生を図るため遊歩道（園路）整備に係る経費を計上いたしました。 

 

５．保健センター費     ２，１０５千円 

  保健センターの維持管理経費を計上いたしました。

 

２項  清 掃 費   １０３，６０８千円 

１．塵芥処理費      ９０，５１８千円 

村内２１１カ所のごみ収集ステーションにおける、週５回５分別方式によるごみ収

集業務委託料、村内２７ヵ所のリサイクルステーションにおける、月２回７分別によ

る資源ごみの収集業務委託料、粗大ごみの戸別収集に伴う業務委託経費、及び燕・弥

彦総合事務組合環境センターでの処理に係る経費を計上いたしました。 

２．し尿処理費      １３，０９０千円 

し尿処理については、下水道未加入世帯のし尿等を年間約８５０キロリットル収集、

処理しております。収集業務委託料及びし尿処理に係る経費を計上いたしました。 

 

 

５款  労 働 費  ２３，１５８千円 

 経済情勢は、昨秋のアメリカ経済に端を発した世界的な金融不況のあおりを受け大企

業における生産調整、生産中止などで正社員の削減、非正規社員の派遣切りが行われ、

大手企業の影響が下請けとなる中小企業まで波及、雇用環境は近年稀にない大変厳しい

状況となっております。               

このような状況下、弥彦村商工会、巻公共職業安定所等の関係機関と今まで以上に緊

密な連携を図りながら雇用安定・福利厚生及び組織活動の支援に取り組んでまいります。 

 

１項  労 働 諸 費    ２３，１５８千円 

１．労 働 諸 費      ２３，１５８千円  

勤労者の組織活動支援として労働災害防止協会補助金、勤労者への融資確保のため

労働金庫への預託金、広域勤労者福祉サービスセンターの運営経費等を計上いたしま

した。 
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６款  農林水産業費   １６４，８１０千円 

 本村の基幹産業である農業環境は歯止めのかからない米価の下落、昨年春以降の燃料、

農業用肥・資料、資材等の高騰で非常に厳しい経営を迫られております。 

このような状況下、本村においては、「米づくりの本来あるべき姿」の実現を目指し

「米政策改革大綱」に基づいて策定した「弥彦村水田農業ビジョン」により取り組んで

きているところであり、平成１９年度から助成対象を担い手に絞った「品目横断的経営

安定対策」の導入、平成２０年度から名称を「水田経営所得安定対策」と改め、面積要

件等について地域の実態に即した見直しが行われ、認定農業者を中心とした担い手の育

成に努めてきたところであります。 

また、農地・水・環境の良好な保全とその質の向上を図る「農地・水・環境保全向上

対策」を活用、農地を含めた農村環境向上に努めてきたところであります。 

 本年度も更なる担い手の育成に努め、「水田農業ビジョン」の実現に向け、生産調整

の推進と食の生産地として安心・安全な食糧の生産・提供を「消費者・市場重視」の立

場に立ち「需要に即応した売り切る米づくり」を積極的に推進するとともに、米以外の

振興作物である枝豆を中心とした他作物との複合経営に付加価値のある特別栽培米や生

分解性マルチ等導入による環境保全型農業を推進し、各種支援策を講じてまいります。 

 

１項  農 業 費   １６０，８６０千円 

１．農業委員会費      ５，２９５千円 

  農業委員会に関する法律に基づき、農地法及び農業経営基盤強化促進法等の適正な

執行と委員報酬など委員会運営に必要な経費並びに各種研修費等を計上いたしました。 

２．農業委員会事務局費  １８，２４３千円  

 事務局職員の人件費他、各関係法令の適正な運用に努めるとともに農地転用関係の

土地利用調整、権利移転調整、農地集積に係る農業経営基盤強化促進法、農地保有合

理化事業の推進、更には農業者年金の窓口など、農地行政の確立と農業経営の改善等

に対処するための経費を計上いたしました。 

３．農業総務費      １８，３４６千円 

  農業振興にかかる職員の人件費及び事務費に係る経費を計上いたしました。 

４．農業振興費      １１，４３２千円 

  他産業と同じく厳しい状況にある農業において、経営体育成やスーパーコシヒカリ

団地拡大への支援並びに無農薬無化学肥料栽培米及び減農薬減化学肥料栽培米の生産

拡大など環境保全型農業を推進し、消費者ニーズに即応できる稲作振興を図るととも

に、複合経営推進のための園芸産地化に係る補助事業の実施、水稲の適期共同防除及

び有害鳥獣駆除、畜産法定伝染病予防の実施、農業資材の廃棄処理に係る助成や缶詰

等農産物加工等に係る経費を計上いたしました。 
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５．農 地 費          ５２，５７９千円 

  農道砂利敷、国・県営かんがい排水事業や経営体育成基盤整備事業負担金及び農

地・水・環境保全向上対策等の負担金を計上いたしました。 

６．水田農業構造改革推進事業費  ２０，６６１千円 

  生産調整達成を目標に農家組合、農業法人、ＪＡ等関係機関団体等と緊密な連携を

図りながら大豆・枝豆生産の団地化、複合経営による農家所得の向上を目指し、売り

切る米づくりなどの各種施策への支援等に係る経費を計上いたしました。 

７．農振一般管理事業費         ８６０千円 

  農業振興地域整備計画の変更に向け、変更事務に伴う必要な経費を計上いたしまし

た。 

８．農業経営基盤強化対策事業費   １，２１０千円 

  水田経営所得安定対策に引き続き対応するため、農業経営基盤強化促進法に基づく

利用権設定による経営規模拡大の更なる推進と、認定農業者の育成及び利用集積促進

のための啓蒙活動等に係る経費を計上いたしました。 

９．農村環境改善施設管理費     ７，６８７千円 

  農村環境改善センター及び御新田広場の管理運営費を計上いたしました。  

10．国土調査事業費        ２４，５４７千円 

平成２０年度に現地調査を行った第３０計画区の地籍図・地籍簿作成及び新たに第

３１計画区（大字麓地内）の現地調査に係る費用を計上いたしました。 

 

２項  林 業 費   ３，９５０千円 

１．林 道 費           ２，０６５千円 

  林道の維持修繕等の工事費及び維持管理に係る経費を計上いたしました。 

２．林業振興費           １，８８５千円 

  弥彦公園、城山森林公園等松くい虫被害木の伐採・樹幹注入事業並びに黒滝城址森

林公園管理委託料等を計上いたしました。 
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７款  商 工 費   ２２７，６４７千円 

商工業の振興につきましては、アメリカ経済に端を発した世界的規模の不況からくる

厳しい経済情勢の中、各事業所への資金確保のため制度融資の充実を図り、商工会及び

金融機関等関係団体との連携強化により経営の安定化を図ってまいります。 

 観光客の昨年上半期の入り込み客数は原油等の価格高騰により伸び悩みましたが、下

半期は平成２１年度の新潟県大観光交流年『新潟県ＤＣ（デスティネーションキャンペ

ーン）』の前哨戦『プレＤＣ』が行なわれ各種イベント、雑誌並びにラジオ等の各種メ

ディアによる宣伝活動を積極的に展開し県内外からの誘客に努めた結果、菊まつり期間

中における客数は、弥彦公園紅葉谷と合わせ、前年を大きく上回る５０万人を越え近年

にない入り込みとなりました。 

 県では各種観光キャンペーン事業を展開しておりますが、これら事業と連動するとと

もに、観光協会、旅館組合等、関係団体と一体となり更なる誘客活動・観光イベントの

充実を図り、接客サービスなど、受け入れ体制の確立や各種補助事業導入による街並み

づくりを進め、滞在型観光地として弥彦ならではの魅力ある観光地づくりを推進してま

いります。 

また、マスメディア、広告看板、印刷物等による宣伝のほか、インターネットによる

観光情報発信をより積極的に行い、関連市町村との相互連携を一層深め、より効果的な

誘客宣伝活動に努めてまいります。 

 

１項  商 工 費   ２２７，６４７千円 

１．商工総務費    １３，０４１千円 

職員の人件費や誘客宣伝に係る旅費を計上いたしました。 

２．商工振興費   １６３，８７０千円 

商工業の振興を図るため、商工会等の関係機関への活動補助、各事業者への経営資

金融資の円滑化を進めるための資金預託などに係る経費を計上いたしました。 

３．観 光 費    ４１，９６６千円 

観光施設の充実を図るため、駅前駐車場や公衆トイレ等の維持管理に係る経費と誘

客宣伝活動経費及び観光イベント（湯かけまつり・燈籠まつり・菊まつり等）事業や

温泉振興対策補助金、観光協会補助金など魅力ある観光地整備振興に係る経費を計上

いたしました。 

４．公園管理費     ８，７７０千円 

弥彦公園、城山森林公園、大戸ファクトリーパークの維持管理、施設修繕に係る経

費を計上いたしました。 
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８款  土 木 費   ５７９，９９４千円 

道路等は均衡ある地域の発展を図り、活力とゆとりある地域社会の形成と生活基盤を

改善するものであります。 

とりわけ村道は、住民に最も密着した生活と生産の場をつくり、豊かな地域社会を築

くもので、これらの整備としまして、１９年度より５カ年計画で着手した「まちづくり

交付金事業」を活用した、緊急度に応じたところの村道新設改良整備事業を推進し、快

適な集落環境を図るとともに、施設維持管理や交通安全施設の整備に努めてまいります。 

また、冬期間安全で円滑な道路交通を確保するために、消雪施設の維持修繕に努める

とともに、１９年度より４ヶ年計画で着手した交付金事業の「消雪パイプリフレッシュ

事業」を活用した、消雪施設の再整備事業を推進し、冬期間の道路交通確保に万全を期

してまいります。 

 

１項  土木管理費   １５，９３２千円 

１．土木総務費    １５，９２２千円 

職員の人件費並びに負担金等業務に係る経費を計上いたしました。 

２．基 金 費        １０千円 

公共用地先行取得の財源確保のため設置しております土地開発基金に対する繰出金

として計上いたしました。 

 

２項  道路橋梁費  １８７，４１５千円 

１．道路維持費    ２２，５６２千円 

村道の維持修繕等の工事費として９,０００千円及び管理に係る経費や道路照明電

気料等を含めた経費を計上いたしました。 

２．道路新設改良費  ８１，６２９千円 

歩行者空間の改善と交通安全確保の促進を図るため、１９年度より着手した「まち

づくり交付金事業」を活用した村道の改良整備を推進するとともに、県道路整備費に

係る市町村負担金を含めた経費を計上いたしました。 

３．雪害対策費    ８３，２２４千円 

主要村道で冬期間、生活道路の安全で円滑な交通確保を図るため、除雪機械借上料

や消雪施設の維持管理、本年度予定されている河川改修による、消雪施設の移設とと

もに補修等にかかる経費を計上した他、１９年度より着手した「消雪パイプリフレッ

シュ事業」を活用した消雪施設再整備に係る経費を計上いたしました。 
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３項  河 川 費      １０６千円 

１．河 川 費       １０６千円 

一級河川の維持保全事業及び普通河川の維持に関する負担金等業務に係る経費を計

上いたしました。 

 

４項  下水整備事業費  ２，０００千円 

１．下水整備事業費   ２，０００千円 

住宅地からの排水不良解消の工事費を計上いたしました。 

 

５項  住 宅 費    ２，１１３千円 

１．村営住宅管理費   ２，１１３千円 

村営住宅の維持管理に係る経費を計上いたしました。 

 

６項  都市計画費   １２，４２８千円 

１．都市計画総務費  １０，５６９千円 

弥彦公園において施設の老朽化診断と利用者の安全・安心を図るため公園施設長寿

命化の計画策定を計上した他、都市計画事務に係る経費を計上いたしました。 

２．公 園 費     １，８５９千円 

児童遊園地で安全に安心して遊べるよう遊具の点検・修理に伴う経費やフラワーロ

ードの管理経費等を計上いたしました。 

 

７項  下 水 道 費  ３６０，０００千円 

１．下水道整備費  ３６０，０００千円 

  特定環境保全公共下水道事業の運営費に係る経費を公共下水道事業会計繰出金とし

て計上いたしました。 
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９款  消 防 費   ３６６，４４１千円 

災害発生時に村民の生命と財産を守る体制づくりに日夜努力するとともに、火災等の

発生を未然に防ぐ啓蒙活動を行っております。また、消防団の士気高揚と組織強化の支

援も併せて実施しております。 

防災行政無線については、子局での老朽化もありますが、常時整備点検を行い支障の

ないよう努めてまいります。 

さらに今年度は、弥彦消防署の移転新築費用を計上いたしました。 

 

１項  消 防 費   ３６６，４４１千円 

１．常備消防費    １９３，１９５千円 

  燕・弥彦総合事務組合への負担金１８６，０２８千円及び消防本部庁舎等建設特別

負担金７，１６７千円を計上いたしました。 

２．非常備消防費    １７，９５６千円 

  消防団に係る経費を、燕・弥彦総合事務組合に対する消防団事務経費負担金として

計上いたしました。 

３．消防施設費    １５１，５８４千円 

  消火栓の維持修繕や集落の消防施設老朽化等に伴う整備費補助金を計上いたしまし

た。 

  また、今年度移転新築する弥彦消防署に係る費用として１５０，０００千円計上い

たしました。 

４．災害対策費      ３，７０６千円 

  防災行政無線にかかる維持修繕費・保守点検等の経費の他、災害時の備蓄食糧にか

かる経費、及び災害用備品購入にかかる経費を計上いたしました。 
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10款  教 育 費   ４６０，１９１千円 

 弥彦村教育の振興については平成１９年７月に策定した「弥彦村教育振興計画大綱」

並びに「弥彦村第五次総合計画」を基軸として、生涯各期にわたる学習の充実と進展を

はかり、弥彦村だからできる教育を展開し、学校教育、社会教育、社会体育の振興と充

実、教育環境の整備を効率的に進めます。 

 学校教育では、「学力の向上」「心の教育の推進」「体位・体力の向上と食育の推進」

に取り組み、それを基盤に「総合的学習の時間」の定着と「生きる力」を育てる教育活

動の充実を図ります。 

学力向上対策として、学習指導支援講師を小学校に３名、中学校に２名村独自で配置

し学力の一層の向上をめざします。このことによって、文科省・県教委の方針で小学校

５年生を２学級編成にすべきところ３学級編成で継続してまいります。 

また、専門的な識見をもった管理指導主事を１名配置し、教職員の人事管理並びに指

導行政部門の強化を図ります。 

さらに、小・中学校が緊密に連携して小・中一体の教育活動を展開し、中１ギャップ

の解消に努めるとともに、保育園と小学校低学年の指導計画に一貫性をもたせ、スムー

ズな移行ができるようにしてまいります。 

 施設面では小学校耐震補強工事２期工事として管理棟（職員室・特別教室）の補強工

事を実施し、合わせて教務室の移設工事を行います。 

 「心の教育」の推進事業については、過去１０年間の実績と成果を踏まえて、児童・

生徒の夢と希望を育てる事業を一層充実させるとともに、明るい挨拶、気持ちのよい返

事など生活の基盤になる基本的習慣の育成に、学校・家庭・地域・行政が一体となって

取り組んでまいります。 

 心身に障がいを持つ児童に対する特別支援では、介助員を配置し万全を期してまいり

ます。 

地域に開かれた学校づくりを推進するため、学校の教育活動や運営について自己評価

及び外部からの関係者評価を行い、情報の提供に努めます。小・中学校に設置されてい

る学校評議員の有効な活用を図るとともに、学校だよりを地域に回覧するなどして村民

に児童・生徒の活動の様子を随時お知らせします。 

通学路等における子どもの安全確保のため、学校ごとに安全マニュアルの整備を図り、

安全教育の推進に万全を期します。また、保護者、地域、関係団体と緊密な連係のもと

に、セーフティスタッフを更新し村をあげての安全推進体制の整備に努めます。 

 国際化に対応して保育園から小・中学校を通して生きた英語に触れる機会を充実する

ため、外国人による英語指導講師を引続き配置します。 

 村としてＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）を委嘱し、いじめや不登校対策にも

力を注いでまいります。 

 社会教育では、村民が生涯を通じて「健康で生きがいのある生活」を営むことができ

るよう、その基盤整備と各種活動を推進します。また、地区・集落などで実施される諸

活動を支援してまいります。 
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文化芸術振興事業では、コミュニティセンターを拠点に、引き続き「弥彦を描く」写

生会や公募展の他「県立近代美術館巡回ミュージアム」を開催します。 

弥彦の丘美術館の自主企画については２年目を迎えますが、年間８回の展覧会を開催

いたします。 

本年も多くの方々に文化芸術にふれる機会を提供し、あわせて弥彦村の活性化を図る

ことに努めます。 

文化会館の運営については当面現状のままとし、専門業者による施設設備の保守点検

を実施し、効率的な運営を図ってまいります。 

本年度も指定文化財及び登録文化財の保護及び活用に努めるとともに、河川改修工事

に伴い、埋蔵文化財の発掘調査を行い、保存を図ります。 

社会体育では、誰もが楽しみながら体力向上や健康づくりを行うことができるコミュ

ニティスポーツを軸とした「弥彦ワールドカップ」事業の推進をはかり、各集落のスポ

ーツ推進員を中心にその普及に努めます。 

体育施設については、陸上競技場の公認更新に合わせ改修工事を行う他、老朽化の進

む各施設の維持管理に努めます。 

学校部活動と社会体育との連係強化を図り、子どもが自分のやりたいスポーツができ

る環境の整備に努力してまいります。 

トキめき新潟国体の自転車競技（トラック）を９月２８日から１０月１日まで弥彦競

輪場を会場に開催します。大会の実施に向け新潟県自転車競技連盟等関係団体と連携し

て準備を進めてまいります。 

全国選抜招待高校駅伝弥彦大会第１８回大会の一層の発展に努めます。 

 

１項  教育総務費   ６７，２７８千円 

１．教育委員会費      １，９６５千円 

教育委員報酬、旅費等の経費を計上いたしました。 

２．事 務 局 費      ５９，１７７千円 

  特別職及び一般職員の人件費、各種負担金、就学援助費及び奨学金貸与事業費の他、

管理指導主事１名と学力向上対策として小学校３名、中学校２名の学習支援講師と図

工専任講師の賃金等を計上いたしました。 

３．教育活動推進事業費   １，７２６千円 

  「心の教育」を推進する経費及び講師謝礼、校外体験活動費、不登校児童生徒対策

相談員賃金等を計上いたしました。 

４．語学指導費       ４，４１０千円 

英語講師業務委託料を計上いたしました。 
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２項  小学校費   １８９，７７０千円 

１．学校管理費     １６３，８４０千円 

学校管理に必要な用務員人件費、光熱水費、燃料費、施設保守委託料、火災保険料

の他、児童及び学校教職員健康管理費、特別支援学級介助員賃金、各種検診委託料、

コンピュータリース料、備品購入費、教育諸団体負担金等の経費の他、安心で安全な

教育環境の整備のため、弥彦小学校耐震補強事業費を計上いたしました。 

２．教育振興費       ４，３１４千円 

教育振興に必要な、講師謝礼、教材費、学力検査費、備品購入費等の経費を計上い

たしました。 

３．給 食 費      ２１，２１６千円 

調理員人件費、給食用消耗品費、給食用備品購入費、給食用自主流通米補助金等の

経費を計上いたしました。 

４．総合的学習支援事業費    ４００千円 

総合的学習支援事業費として計上いたしました。 

 

３項  中学校費    ４４，３９７千円 

１．学校管理費      ２４，７５７千円 

学校管理に必要な用務員人件費、光熱水費、燃料費、施設保守委託料、火災保険料

の他、生徒及び学校教職員健康管理費、各種検診委託料、コンピュータリース料、教

育諸団体負担金等の経費を計上いたしました。 

２．教育振興費       ４，４５３千円 

教育振興に必要な、外部指導者謝礼、教材費、学力検査費、備品購入費、校外活動

補助金等の経費を計上いたしました。 

３．給 食 費      １４，９１２千円 

調理員人件費、給食用消耗品費、給食用備品購入費、給食用自主流通米補助金等の

経費を計上いたしました。 

４．総合的学習支援事業費    ２７５千円 

総合的学習支援事業費として計上いたしました。 

 

４項  社会教育費   ６８，０１０千円 

１．社会教育総務費    １２，５７８千円 

一般職員の人件費、美術館長の賃金、社会教育委員の費用弁償等を計上いたしまし

た。 
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２．公 民 館 費       ８，１０９千円 

公民館の維持管理経費、図書室経費、美術展経費、新潟県アマチュア囲碁将棋名人

戦の経費等を計上いたしました。 

３．社会教育活動総合事業費   ８６４千円 

成人式経費、成人教育費、青少年教育経費、ブックスタート事業費等を計上いたし

ました。 

４．文化財保護費      ８，８２８千円 

弥彦参道杉並木保存会への補助金、村指定の天然記念物矢作二本松の樹勢回復事業

費、埋蔵文化財保護事業費等を計上いたしました。 

５．総合文化会館費    ２７，８６６千円 

会館施設の光熱水費、施設設備保守点検費等の維持管理経費、自主事業経費等を計

上いたしました。 

６．美 術 館 費       ７，１９４千円 

弥彦の丘美術館の運営維持管理経費を計上いたしました。 

７．旧武石家住宅費     ２，５７１千円 

旧武石家住宅の管理費、公開活動事業費を計上いたしました。 

 

５項  保健体育費   ９０，７３６千円 

１．保健体育総務費    ３３，７３４千円 

職員の人件費及び事務費、体育指導委員の報酬や村民体育祭、高校駅伝弥彦大会経

費、また体育協会委託料、スポ－ツ少年団への補助金等の経費を計上いたしました。 

２．体育施設費      ３６，５６２千円 

弥彦体育館の他各種体育施設の光熱水費、設備等の保守点検費などの維持管理経費

及び公認更新のため陸上競技場改修工事費等を計上いたしました。 

３．国体推進費      ２０，４４０千円 

第６４回トキめき新潟国体の自転車競技大会（トラック）開催のため「トキめき新

潟国体弥彦村実行委員会」への補助金と推進体制関係費を計上いたしました。 
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11 款  災害復旧費       ５０千円 

１項  土木施設災害復旧費    ５０千円 

１．ガケ崩れ災害復旧費     ５０千円 

  公共施設災害復旧工事費及び県への急傾斜地崩壊対策事業負担金を計上いたしまし

た。 

 

 

12款  公 債 費  ３５０，５９１千円 

１項  公 債 費  ３５０，５９１千円 

１．元   金    ３００，２３０千円 

  村債発行に伴う元金償還分を計上いたしました。 

２．利   子     ５０，３６１千円 

  村債発行に伴う利子償還分５０，１６１千円の他一時借入金利子償還分２００千円

を併せて計上いたしました。 

 

 

13 款  諸 支 出 金    ２１０千円 

１項  積 立 金      ２１０千円 

１．財政調整基金費      １００千円 

  財政調整基金の運用で発生した利子相当分を積み立てるよう計上いたしました。 

２．寄付金積立基金費      １０千円 

  寄付者の意向に添った使途に活かすよう基金で保管を行うものです。 

３．減債基金費        １００千円 

  減債基金の運用で発生した利子相当分を積み立てるよう計上いたしました。 

 

 

14 款  予 備 費    ３，８９５千円 

予備費は、予算外の支出または予算超過の支出に充てるため計上いたしました。 

 

 

以上、目的別歳出予算の概要について説明いたしました。 
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平成２１年度 特別会計予算 

 

国民健康保険特別会計 

１ はじめに  

 国において医療保険制度の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を確保するため

医療制度改革関連法が成立し、現在段階的に施行されているところでありますが、

昨年度からこの改革の最大の柱である｢特定検診・特定保健指導｣や、７５歳以上の

方々を対象とした｢後期高齢者医療制度｣が創設されるなど、本確的な施行が実施さ

れました。 

 本村国保は、今年１月末現在で加入世帯数１，１５２世帯、被保険者数２，１９

７人で加入率はそれぞれ４２．５１％、２５．０５％となっています。 

高齢化の進展や医療技術の進歩等に伴い医療費が年々増加する一方で、長引く景

気の低迷等による国保税収の落ち込みや介護納付金等の増高などにより財源不足が

生じ、国保財政は厳しい状況に置かれていますが、「特定検診・特定保健指導」の実

施を契機として、更に保健事業の充実を図り、被保険者の健康の保持、増進に努め

るとともに、医療費の抑制と適正化に取り組んでまいります。 

 

２ 保険給付事業  

給付水準の推計といたしましては、基本的には、平成２０年度実績見込みと近年

の実績をベースとし、段階的な退職医療制度の廃止を踏まえ、本村の実情を勘案し

計上いたしました。保険給付費といたしまして３９９，６５９千万円（前年度比９．

５％減）。後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等支出を加え、歳入歳出それぞれ

６５３，０００千円を計上いたしました。 

 

３ 保健事業   

 特定健康診査等事業費といたしまして５，２６６千円、人間ドック助成費、特定

保健指導等、健康管理に要する事業経費に３，６０２千円、健康増進を促す事業経

費に１，０００千円の計９，８６８千円の予算で取り組んでまいります。 
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老人保健特別会計 

 老人保健制度は、平成２０年４月から新たに創設された後期高齢者医療制度への

移行により、２１年度は、主に月遅れ請求分の医療費を計上いたしました。 

 

 

後期高齢者医療特別会計 

 急速な少子高齢化に伴い、増大する高齢者の医療費を社会全体で支えるため、現

役世代と高齢者世代の負担を明確にするため、２０年４月１日から従来の「老人保

健制度」に変わり、７５歳以上のすべての方、一定の障がいのある６５歳以上７５

歳未満の方を対象とした「後期高齢者医療制度（長寿医療制度）」が始まりました。 

 この制度は、１９年３月１日に設立された新潟県後期高齢者医療広域連合が保険

者となり、資格管理、給付管理、財政運営等を行います。村は、主に各種申請の受

付や保険料の徴収に係る事務を行っています。 

 一方、加入者は、村に保険料を納め、医療機関にかかった医療費の１割（現役並

の所得者は３割）を負担して医療を受けます。 

 また、保険料負担の激変緩和措置として、所得の低い人や新たに保険料を負担す

る被用者保険の被扶養者の保険料負担については、制度開始後も更に改正が行われ、

２０年度・２１年度の２年間に渡り軽減措置が講じられています。なお、この軽減

に係る分は、国が負担することとなっています。 

２ 歳入歳出予算の概要 

 歳入の主なものとしては、保険料３８，１７４千円、保険基盤安定繰入金１６，

７４０千円を計上いたしました。 

 また、歳出の主なものとしては、総務費３，９７０千円、広域連合納付金５４，

９１５千円を計上いたしました。 
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介護保険特別会計 

１ はじめに  

 高齢者が住み慣れた地域でいきいきと自分らしく暮らしていけるように、社会参

加を促進し介護予防の充実を図っていくとともに、介護保険制度が長期的・安定的

に継続できるよう、必要な自立支援のサービス提供を推進します。 

 平成１２年から施行された介護保険制度も、平成２１年度からは第４期事業計画

を迎えることとなり、この事業計画では、核家族化等による高齢者世帯・単身世帯

の増加により在宅生活が困難な要介護認定者の介護を支えるため、介護老人福祉施

設の増床を計画し、施設サービスの供給量の確保を見込んでおります。 

また、国の施策としてこの事業計画に合わせ、介護従事者の処遇改善のための緊

急特例対策が実施されることになり、弥彦村の今期保険料は段階的に変動すること

になります。 

益々複雑化する介護保険制度ですが、制度の運営は市町村が保険者となり、要介

護認定・保険料賦課徴収・新予防給付を含む保険給付及び地域支援事業等の費用支

払等の一連業務を行い、給付等に必要な費用は、国、県、村の財政負担及び被保険

者からの保険料により特別会計で運営しております。 

 

２ 保険給付事業  

介護保険事業計画は、３年間ごとに見直しが行われます。 

平成２１年度は第４期事業計画の始まりの年度となり、保険給付費５２４，８０

４千円、歳入歳出それぞれ５７８，５００千円を計上いたしました。 

 

３ 地域支援事業  

 地域支援事業は、要支援・要介護状態になることを予防するとともに、要介護状

態となった場合でも、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことがで

きるよう支援することを目的として、介護予防事業を介護保険制度の中で実施して

います。 

また、地域包括支援センターによる一貫・連続的なマネジメント業務により、こ

れまでの各種介護予防事業を更に効率的効果的に行い、より一層の介護予防を推進

します。 
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競輪事業特別会計 

 平成２０年１月から１２月までの競輪売上高は、開催日数が減少した影響により

１日当たりの売上高は８.４％増加しているものの、全体では前年比約３４６億４千

万円（４.１％）減少しました。 

さらに最近の経済状況や雇用情勢の悪化が追い討ちをかけ、本年１月以降の特別

競輪や記念競輪の売上高は昨年実績を大幅に下回る結果となり、競輪界の実情は一

層厳しさを増しています。 

このような先行き不透明な状況の中ではありますが、効率的な競輪運営を図るた

めの各種施策の実施予算を計上いたしました。 

平成２１年度は、開設５９周年記念競輪を一昨年の記念競輪とほぼ同時期の７月

１２日（日）から１５日（水）までの４日間の日程で開催いたしますが、最近の全

国記念競輪の売上状況などを踏まえ、８０億円の売上を計上いたしました。 

ＦⅠ・ＦⅡの普通開催は、臨時場外売場の開設状況が確定していないため、平成

２０年度当初予算並みの４２億円を計上いたしました。 

歳出につきましては、宿泊券プレゼントなどのファンサービス経費、広報宣伝費

及びレディース競輪チーム「スピリッツ」を起用した公開スタジオの運営、ラジオ

番組の提供など、新規ファンの拡大を図るための経費を計上するとともに施設面で

は、第３駐車場トイレ改修工事費などを計上いたしました。 

また、体育館・消防署の移転改築のための補助金及び一般会計繰出金３億５千万

円につきましては、競輪振興法人（ＪＫＡ）交付金還付金及び財政基金繰入金を充

てることとしておりますが、極力、財政基金繰入金の額が少なくなるよう努力して

まいります。 
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温泉事業特別会計 

温泉事業につきましては、観音寺・桜井郷・湯神社の３つの温泉施設の適切な管

理運営と維持修繕を実施してまいります。特に本年度は、温泉法改正に伴う、可燃

性天然ガスの安全対策に取り組んでまいります。 

 歳入につきましては、温泉使用料３０，２８９千円、基金繰入金２，５００千円、

前年度繰越金１，２１０千円など総額３４，０００千円を計上いたしました。 

歳出につきましては、観音寺温泉事業費４，８１０千円、桜井郷温泉事業費１７，

２１５千円（うち、可燃性天然ガスの安全対策工事費６，５１０千円）、湯神社温泉

事業費３，００２千円を計上いたしました。また、一般会計への繰出金を８，００

０千円計上いたしました。 

 

 

宅地造成事業特別会計 

宅地造成事業につきましては、住宅展示区画以外の分譲が終了し、本年度は、最

終年として、宣伝費や販売促進手数料等、きらめきニュータウンの分譲にかかる経

費を計上いたしました。 

 歳入につきましては、財産売払収入１８，９０２千円、繰越金６，５９７千円な

ど総額２５，５００千円、歳出につきましては、広告宣伝費２，０００千円、販売

促進手数料６００千円、備品購入費６００千円などを計上いたしました。また、一

般会計への繰出金を２０，０００千円計上いたしました。 
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平成２１年度 公営企業会計予算 

 

弥彦村水道事業会計 

安全、安定かつ良質な水道水を供給するため浄水場の現存の施設・配水管の維持管

理に重点を置き、有収率の向上と安定経営を図ってまいります。 

弥彦村水道ビジョンに基づき高区配水池送水管の更新事業に取組むため、ルート検

討及び実施設計委託を行ってまいります。また、年次計画で取組んでまいりました老

朽管（石綿管）の布設替えは、走出地内の石綿配水管更新工事に引き続き取組んでま

いります。 

経営状況につきましては、昨今の経済状況等により売り上げの増加は望めず厳し

い状況でありますが、経費の節減をはじめ、安全な水を安定して供給するため施設

の整備・点検を行い、適切な管理運営に努めてまいります。 

 収益的収支のうち、収入につきましては、水道使用料２４１，５７７千円（前年

比１００．０％）を含め総額２４４，０８８千円、支出につきましては、浄水及び

給水費６８，０８６千円、総係費２９，００４千円、企業債利息２３，２９１千円

（前年比９５．７％）など総額２０５，０１１千円を計上し、利益３９，０７７千

円を見込みました。 

 また、資本的収支のうち、収入につきましては、工事負担金２，０００千円、支

出につきましては工事請負費２７，０００千円（前年比１８０．０％）、企業債元金

償還金４６，９１７千円（前年比１０７．７％）など総額９４，６２２千円を計上

いたしました。 
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弥彦村特定環境保全公共下水道事業会計 

 昭和５２年度に事業認可を受けて、川などの水環境を保全し清潔な生活環境を確

保するため鋭意事業の推進を図り、下水道の整備を行ってまいりました。現在、普

及率は約９９．８％となり全村で下水道整備がほぼ完了しております。水洗化率は

約８２．８％となっております。 

西川流域下水道接続事業については、早期接続に向け幹線管渠布設工事を引き続

き行ってまいります。 

 経営状況につきましては、依然厳しい状況ではありますが、安定経営のため今後

も加入促進に努めるとともに経費の節減を図ってまいります。 

 収益的収支のうち、収入につきましては、下水道使用料１６２，７２９千円（前

年比１０２．７％）一般会計負担金、繰入金２８５，０００千円（前年比９６．

６％）など総額４４７，７３４千円、支出につきましては、管渠及び処理場費１２

１，２１０千円、企業債支払利息１２９，２８２千円（前年比８７．０％）など総

額４３３，６２０千円を計上し、１４，１１４千円の利益を見込みました。 

 また、資本的収支のうち、収入につきましては、企業債１７５，６００千円、国

庫補助金８０，０００千円、一般会計からの出資金７５，０００千円など３３５，

６００千円を計上し、支出につきましては、工事請負費１９１，４００千円（前年

比１１５．５％）企業債元金償還金３４５，７０２千円（前年比６５．７％）など

と合わせ、総額５５２，８８７千円を計上いたしました。 

 

 

 

 

 

 



【産業振興課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

労　働　費

労 働 諸 費 23,158 ・新卒就職者の激励と今後の雇用促進 新卒就職者激励会・雇用促進懇談会経費 100

・労働者の労金利用預託 労働金庫預託金 20,000

農林水産業費

農 業 振 興 事 業 費 7,126 ・農業の振興を総合的に図るため各種事業の支援 農業振興協議会負担金　 1,250

・スーパーコシヒカリ団地の育成 稲作振興事業補助金　 362

・農業法人等育成対策事業補助 コンバイン導入事業補助金 5,292

有害鳥獣等駆除及び 1,830 ・有害鳥獣駆除並びに共同防除事業の推進 有害鳥獣駆除資材及び委託料　 450

共 同 防 除 事 業 費 共同防除推進事業補助金 630

・畜産の法定伝染病予防の推進 法定伝染病予防事業補助金 250

・農業資材廃棄物処理への助成 農業資材廃棄物処理補助金 300

　 　

農 地 費 及 び 52,579 ・農道整備費 農道砂利敷代 1,000

国･県営土地改良事業費 ・国･県営等農道･用排水整備事業に伴う負担金 農道･用排水事業負担金　 43,130

・県営農業農村調査計画費負担金 県営農業農村調査計画費負担金 300

・経営体育成基盤整備事業負担金 経営体育成基盤整備事業負担金 2,338

・農地・水・環境保全向上対策負担金 農地・水・環境保全対策負担金 4,919
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　（単位：千円）

主      な      歳      出



【産業振興課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

農林水産業費

水 田 農 業 構 造 20,661 ・産地づくり対策事業への助成 水田農業構造改革補助金 17,500

改 革 推 進 事 業 費 ・各集落単位による生産調整推進活動の助成 水田農業構造改革推進費補助金 1,580

・弥彦村水田農業推進協議会への助成 米政策改革推進協議会等支援事業補助金 500

農 業 経 営 基 盤 1,210 ・認定農業者への利用権設定による規模拡大 経営規模拡大促進事業補助金 1,000

強 化 対 策 事 業 費 　推進の助成

農 村 環 境 改 善 施 設 7,687 ・農村環境改善施設の維持管理 農村環境改善センター管理費 6,394

管 理 費 御新田広場管理費 1,293

林 業 振 興 事 業 費 1,790 ・松くい虫被害の拡大防止及び防除、危険木処理 松くい虫防除他委託料 950

・黒滝城址森林公園管理事業 黒滝城址森林公園管理委託料 584

3
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　（単位：千円）
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【産業振興課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

商　工　費

商 工 振 興 事 業 費 163,756 ・信用保証協会利用の借入者に対する保証料の補給 県信用保証協会保証料負担金　 2,000

・弥彦村商工会の育成補助 商工会補助金 6,100

・商工業者への融資預託 産業育成資金預託金 70,000

弥彦村商工観光振興資金預託金 50,000

観 光 振 興 事 業 費 30,822 ・マスメディアによる宣伝 看板広告料 540

・印刷物による宣伝 テレビ･新聞･雑誌等広告料 4,000

テレビ番組制作費 368

宣伝ポスター作成代 2,415

・観光イベント事業推進にかかる事業費 燈籠まつり協賛行事負担金 7,600

湯かけまつり負担金 500

菊まつり負担金 4,000

・観光協会への観光誘客活動に対する補助 観光協会補助金 5,100

・弥彦温泉振興に対する補助 弥彦温泉観光旅館組合補助金 3,400

・菊づくり後継者育成に係る事業費 菊づくり後継者育成事業費 1,700

公 園 管 理 事 業 費 8,770 ・公園の維持管理、施設修繕にかかる経費 弥彦公園管理費 7,034

森林公園管理費 1,409

大戸ファクトリーパーク管理費 327
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　（単位：千円）

主      な      歳      出


